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(百万円未満切捨て)
１．2023年３月期の連結業績（2022年４月１日～2023年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期 104,778 14.1 3,740 40.4 3,996 31.9 2,905 29.0

2022年３月期 91,857 11.1 2,664 40.8 3,030 42.1 2,252 53.5
(注) 包括利益 2023年３月期 3,305百万円( 16.0％) 2022年３月期 2,849百万円( 69.9％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年３月期 248.41 247.00 12.0 6.6 3.6

2022年３月期 191.35 － 10.3 5.6 2.9
(参考) 持分法投資損益 2023年３月期 △10百万円 2022年３月期 △12百万円
　

(注) 2022年１月１日付で普通株式１株につき1.5株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該
株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年３月期 64,110 25,996 39.3 2,179.66

2022年３月期 56,642 23,793 40.7 1,957.64
(参考) 自己資本 2023年３月期 25,213百万円 2022年３月期 23,040百万円
　

　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2023年３月期 △96 △1,240 1,450 8,117

2022年３月期 △539 △280 1,467 7,795
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年３月期 － 30.00 － 40.00 － 706 31.4 3.2

2023年３月期 － 30.00 － 45.00 75.00 873 30.2 3.6

2024年３月期(予想) － 35.00 － 45.00 80.00 33.4
　

(注) 2022年１月１日付で普通株式１株につき1.5株の割合で株式分割を行っております。2022年３月期の第２四半期末
については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。2022年３月期の年間配当については、株
式分割の実施により単純合計ができないため表示しておりません。

　　



３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 51,000 15.9 1,650 33.2 1,700 △0.6 1,200 15.1 102.61

通 期 110,000 5.0 3,950 5.6 4,100 2.6 2,800 △3.6 239.41

※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 ―社 (社名) 、除外 ―社 (社名)
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年３月期 11,818,507株 2022年３月期 11,818,507株

② 期末自己株式数 2023年３月期 250,658株 2022年３月期 49,158株

③ 期中平均株式数 2023年３月期 11,695,252株 2022年３月期 11,770,123株
　

(注) 2022年１月１日付で普通株式１株につき1.5株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当
該株式分割が行われたと仮定し、「期中平均株式数」を算定しております。

(参考) 個別業績の概要
１．2023年３月期の個別業績（2022年４月１日～2023年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期 87,882 12.6 3,150 42.4 3,593 40.9 2,644 40.7

2022年３月期 78,054 11.6 2,212 29.6 2,549 22.7 1,879 32.6

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期 226.10 224.81

2022年３月期 159.71 －
　

(注) 2022年１月１日付で普通株式１株につき1.5株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式
分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年３月期 54,210 20,761 38.3 1,793.02

2022年３月期 48,636 19,156 39.4 1,627.62

(参考) 自己資本 2023年３月期 20,741百万円 2022年３月期 19,156百万円
　

　

　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料５ページ「（５）今後の見
通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況
（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における当社を取り巻く環境は、新型コロナウイルス禍から経済活動の正常化が

進んだものの、部品不足による供給制約やインフレ進行等を背景に緩やかな回復にとどまりまし

た。物価高や、欧米各国のインフレ抑制を企図した政策金利引き上げに伴う景気後退懸念、ロシア

のウクライナ侵攻、米中対立激化を背景とする地政学リスクの高まり、欧米金融システム不安等、

先行きの極めて不透明な状況が続いております。

当社グループが属する電子計測器、電源機器、環境試験機器等の業界におきましては、製造業全

般に生産自動化等を企図した設備投資や成長分野への研究開発投資が底堅い中、当社の主要ユーザ

ーである自動車業界では、世界的な脱炭素化の流れを受け、ＥＶや燃料電池等の次世代自動車に係

る開発やＡＤＡＳ・自動運転の技術開発には引き続き積極的な投資がなされております。また電

子・電機業界では、様々な分野で電子化・デジタル化の流れが加速しており、５Ｇに関連する社会

インフラの整備や、ＩｏＴ等の投資が増加しております。

このような状況下、当社グループは、2021年６月に発表しました中期経営計画に基づき、計測機

器を主体とする基盤ビジネスの強化に加え、事業領域の拡大を企図した成長戦略を遂行しておりま

す。具体的には、次世代自動車市場、ＡＤＡＳ・自動運転市場、ＩｏＴ市場、次世代通信５Ｇ市場

を４つの重点市場と捉え、理化学、エンジニアリング、ＥＭＣ、受託試験、インテグレートという

５つの事業を推進すると共に、グローバル展開の強化を図ってまいりました。

この結果、個別では売上高87,882百万円（前年同期比12.6％増）となり、粗利益率は前年同期比

1.1％向上したことから、売上総利益は前年同期比1,890百万円増加しました。経費面では人的資本

投資の拡大により人件費が増加し、経営基盤強化に伴うシステム関連費用やコロナ禍からの経済活

動回復に伴う国内外への出張旅費等も増加しましたが、営業利益は3,150百万円（前年同期比938百

万円増）となりました。また、円安に伴う為替差益を計上したこと等から、経常利益は3,593百万

円（前年同期比1,043百万円増）となりました。

国内子会社では、校正サービスを請負うユウアイ電子株式会社が堅調な業績を確保しましたが、

その他の子会社は低迷しました。海外子会社では、受注は総じて堅調に推移する中、中国において

ゼロコロナ政策に伴う都市封鎖が影響しましたが下期には業績は回復し、その他地域でも収益は底

堅く推移しました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は104,778百万円（前年同期比14.1％増）となりました。営

業利益は3,740百万円（前年同期比1,075百万円増）、経常利益は3,996百万円（前年同期比965百万

円増）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,905百万円（前年同期比652百万円増）となりまし

た。

（２）当期の財政状態の概況
(資産)

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べて7,467百万円増加し、64,110百万円と

なりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて6,470百万円増加し、55,140百万円となりました。受取

手形及び売掛金が3,637百万円、その他に含めて表示しております前渡金が1,406百万円増加した

こと等によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて997百万円増加し、8,970百万円となりました。建物や

土地の取得により有形固定資産が合計で878百万円、ソフトウエアの取得により無形固定資産が合

計で118百万円増加したこと等によるものであります。

(負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて5,712百万円増加し、34,586百万円となりました。支払

手形及び買掛金が1,806百万円、短期借入金が3,167百万円増加したこと等によるものでありま

す。
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固定負債は、前連結会計年度末に比べて447百万円減少し、3,528百万円となりました。長期借

入金が463百万円減少したこと等によるものであります。

(純資産)

純資産は、前連結会計年度末に比べて2,203百万円増加し、25,996百万円となりました。利益剰

余金が配当金の支払により823百万円減少いたしましたが、親会社株主に帰属する当期純利益を

2,905百万円計上したことにより2,081百万円、その他の包括利益累計額が合計で386百万円増加し

たこと等によるものであります。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況
当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて322百万円増加し、

8,117百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりでありま

す。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは96百万円の支出（前年同期は539百万円の支出）となりま

した。これは主として、税金等調整前当期純利益4,023百万円を、売上債権の増減額4,154百万円

が上回ったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは1,240百万円の支出（前年同期は280百万円の支出）とな

りました。これは主として、有形固定資産の取得による支出1,249百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは1,450百万円の収入（前年同期は1,467百万円の収入）と

なりました。これは主として、長期借入金の返済による支出1,322百万円を、短期借入金の増加額

3,026百万円が上回ったことによるものであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期

自己資本比率(％) 33.1 37.3 40.9 40.7 39.3

時価ベースの自己資本比率
(％) 21.9 15.0 21.1 27.8 34.5

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年) 4.6 3.2 2.1 － －

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍) 37.1 43.2 59.1 － －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全て

の負債を対象としております。

（注５）2022年３月期及び2023年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレス

ト・カバレッジ・レシオについては、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスの

ため記載しておりません。
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（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
①基本的な考え方

当社は、業績・財務状況等を総合的に勘案し継続的かつ安定的な配当を実施すること、連結の

配当性向35％程度を目標とすること、を配当政策の基本方針としております。

②当期の配当決定に当たっての考え方

当期の配当につきましては、中間配当を30円といたしました。

当期も、緩やかな景気回復や堅調な設備投資を背景に、業績は増収増益で当初計画を上回る結

果となりました。内部留保の蓄積が進み自己資本比率は安定的に推移していること等も踏まえ、

2023年５月11日に公表いたしました「剰余金の配当に関するお知らせ」に記載の通り、期末配当

を前回予想の40円から５円増配して45円とさせていただく予定であります。

従いまして、当期の年間配当は、中間配当30円、期末配当45円の年間75円となる見込みであり

ます。なお、前期の年間配当は株式分割後に換算しますと１株当たり60円となるため、当期の年

間配当75円は、前期と比較すると実質的に15円の増配となる見込みであります。

2024年３月期の配当につきましては、中間配当、期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこと

を基本方針とし、当社の配当政策に沿って株主の皆様に引き続き積極的な利益還元を図るべく、

中間配当35円、期末配当45円の年間配当80円を予定しております。

今後も業績の向上による利益確保に努めるとともに、株主様への積極的な利益還元を検討して

まいる所存であります。

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

2022年３月期

（分割後換算）

円 銭

―

円 銭

30.00
(20.00)

円 銭

―

円 銭

40.00
(40.00)

円 銭

70.00
(60.00)

2023年３月期 ― 30.00 ― 45.00 75.00

2024年３月期 ― 35.00 ― 45.00 80.00

(注) 2022年１月１日付で普通株式１株につき1.5株の割合で株式分割を行っております。
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（５）今後の見通し
今後の見通しにつきましては、急速な金融引き締めの反動による世界経済の減速・後退懸念や、

欧米で表面化した金融システム不安の経済活動への影響、ロシアのウクライナ侵攻や米中対立激化

を背景とする地政学リスクの高まり等、当社を取り巻くマクロ環境の不透明感は益々高まっていま

す。

こうしたリスクが顕在化し当社に影響を及ぼす懸念がある一方、成長分野への研究開発・設備投

資は引き続き堅調に推移する見通しであります。当社が関係する自動車業界においては、脱炭素化

に向けたＥＶや燃料電池等の次世代自動車に係る開発や、ＡＤＡＳ・自動運転の技術開発には引き

続き積極的な投資が見込まれます。また電子・電機業界においても、ＤＸの実現に向け電子化・デ

ジタル化の更なる進展が想定され、５Ｇ関連やＩｏＴ等の分野において引き続き積極的な投資が見

込まれます。

当社グループでは、パーパス「計測技術で社会に貢献」、ビジョン「テクニカル商社への転身」

を掲げた企業理念に基づき、中期経営計画の最終年度として成長戦略を引き続き推進してまいりま

す。成長が見込まれる４つの市場開拓に向けては、様々な分野のお客様の幅広いニーズにお応えす

るシステム提案型営業の更なる強化や、５つの事業を中心に事業領域の拡大を図ってまいります。

また、中国、タイ、ベトナム、シンガポール、マレーシア、フィリピン、インドネシア、インド、

台湾、韓国、アメリカ等のグローバル拠点網を活用し、お客様のニーズにスピーディーかつワール

ドワイドにお応えすると共に、グローバル体制の整備・拡充を進めてまいります。

2022年７月には新たな人事制度を構築し、処遇の向上や適正な評価制度を整備すると共に、教育

制度の充実も進めております。今後も、社員のモチベーションアップとスキル向上を図り、当社の

企業理念・成長戦略に資する有能な人材の育成・確保に向けた人的資本投資を強化してまいりま

す。また、ＤＸを活用したマーケティングの強化や、システム化・業務フロー見直しによる業務効

率化も進め、経営基盤・管理体制の強化も図ってまいります。

今後も、成長戦略遂行による収益力増強と、経営基盤強化の両立を目指し、業界のリーディング

カンパニーとして企業価値向上を図る所存であります。

通期の連結業績見通しにつきましては、前述の通り世界経済の減速・後退懸念の高まり等、予断

を許さない状況ではありますが、中期経営計画の実現に向けて、売上高1,100億円、営業利益39.5

億円、経常利益41億円、親会社株主に帰属する当期純利益28億円を想定しています。

ただし、世界的に景気・経済環境が大きく変動する可能性があり、当社グループの業績見込みも

大きく変化する可能性があります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方
当社グループの利害関係者の多くは、日本国内の取引先、債権者、株主等であり、海外からの資

金調達の必要性が乏しいため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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３．連結財務諸表及び主な注記
（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,174,474 8,425,747

受取手形及び売掛金 31,170,767 34,808,157

電子記録債権 3,562,364 4,299,742

商品及び製品 4,112,046 4,433,463

仕掛品 86,535 108,553

原材料及び貯蔵品 83,522 143,435

その他 1,639,421 3,029,189

貸倒引当金 △159,562 △108,213

流動資産合計 48,669,570 55,140,075

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,257,826 3,718,400

減価償却累計額 △744,159 △840,101

建物及び構築物（純額） 2,513,666 2,878,298

車両運搬具 243,341 257,405

減価償却累計額 △180,582 △194,596

車両運搬具（純額） 62,758 62,808

工具、器具及び備品 2,308,021 2,701,851

減価償却累計額 △1,524,964 △1,763,270

工具、器具及び備品（純額） 783,057 938,581

土地 1,602,602 2,155,064

リース資産 514,784 635,464

減価償却累計額 △224,517 △374,340

リース資産（純額） 290,266 261,124

建設仮勘定 168,281 3,040

有形固定資産合計 5,420,632 6,298,917

無形固定資産

ソフトウエア 161,390 282,844

ソフトウエア仮勘定 48,168 48,168

リース資産 13,427 9,969

その他 56,078 56,854

無形固定資産合計 279,064 397,836

投資その他の資産

投資有価証券 1,404,201 1,436,575

関係会社株式 12,777 26,919

関係会社出資金 18,431 18,431

長期貸付金 1,650 1,980

繰延税金資産 182,250 194,177

その他 712,593 657,877

貸倒引当金 △58,438 △62,386

投資その他の資産合計 2,273,466 2,273,575

固定資産合計 7,973,163 8,970,329

資産合計 56,642,733 64,110,405
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 17,990,839 19,797,078

短期借入金 7,970,096 11,137,295

リース債務 149,901 116,318

未払法人税等 844,327 671,787

その他 1,918,588 2,863,538

流動負債合計 28,873,753 34,586,017

固定負債

長期借入金 3,651,203 3,187,748

リース債務 182,734 192,287

繰延税金負債 12,175 38,612

退職給付に係る負債 129,330 109,164

その他 500 500

固定負債合計 3,975,943 3,528,312

負債合計 32,849,696 38,114,330

純資産の部

株主資本

資本金 1,159,170 1,159,170

資本剰余金 1,417,158 1,417,158

利益剰余金 19,513,779 21,595,515

自己株式 △31,353 △325,591

株主資本合計 22,058,754 23,846,252

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 443,928 503,998

為替換算調整勘定 537,505 863,721

その他の包括利益累計額合計 981,434 1,367,719

新株予約権 - 19,739

非支配株主持分 752,848 762,362

純資産合計 23,793,037 25,996,074

負債純資産合計 56,642,733 64,110,405
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書
連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

売上高 91,857,312 104,778,430

売上原価 80,404,577 90,985,364

売上総利益 11,452,734 13,793,065

販売費及び一般管理費 8,788,066 10,052,841

営業利益 2,664,668 3,740,224

営業外収益

受取利息 31,962 33,235

受取配当金 31,510 33,294

仕入割引 39,987 43,991

為替差益 290,227 99,627

補助金収入 38,788 45,916

貸倒引当金戻入額 - 51,821

その他 92,756 59,620

営業外収益合計 525,233 367,507

営業外費用

支払利息 102,547 97,535

持分法による投資損失 12,383 10,106

貸倒引当金繰入額 40,000 -

その他 4,447 4,075

営業外費用合計 159,378 111,717

経常利益 3,030,523 3,996,014

特別利益

固定資産売却益 5,352 2,204

投資有価証券売却益 200,204 96,561

特別利益合計 205,557 98,765

特別損失

固定資産売却損 499 82

固定資産除却損 572 2,570

投資有価証券評価損 - 69,040

特別損失合計 1,072 71,693

税金等調整前当期純利益 3,235,008 4,023,087

法人税、住民税及び事業税 1,067,281 1,132,988

法人税等調整額 △60,010 21,009

法人税等合計 1,007,271 1,153,997

当期純利益 2,227,737 2,869,090

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △24,473 △36,119

親会社株主に帰属する当期純利益 2,252,211 2,905,209
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当期純利益 2,227,737 2,869,090

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 11,325 60,070

為替換算調整勘定 608,140 376,113

持分法適用会社に対する持分相当額 2,783 395

その他の包括利益合計 622,249 436,579

包括利益 2,849,986 3,305,669

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,798,220 3,291,495

非支配株主に係る包括利益 51,766 14,174
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（３）連結株主資本等変動計算書
　前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,159,170 1,419,425 17,850,083 △30,073 20,398,605

当期変動額

剰余金の配当 △588,515 △588,515

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,252,211 2,252,211

自己株式の取得 △1,279 △1,279

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

△2,266 △2,266

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 - △2,266 1,663,695 △1,279 1,660,149

当期末残高 1,159,170 1,417,158 19,513,779 △31,353 22,058,754

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 432,602 2,822 435,425 811,229 21,645,259

当期変動額

剰余金の配当 △588,515

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,252,211

自己株式の取得 △1,279

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

△2,266

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

11,325 534,683 546,009 △58,380 487,628

当期変動額合計 11,325 534,683 546,009 △58,380 2,147,777

当期末残高 443,928 537,505 981,434 752,848 23,793,037
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　当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,159,170 1,417,158 19,513,779 △31,353 22,058,754

当期変動額

剰余金の配当 △823,473 △823,473

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,905,209 2,905,209

自己株式の取得 △294,238 △294,238

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 - - 2,081,736 △294,238 1,787,498

当期末残高 1,159,170 1,417,158 21,595,515 △325,591 23,846,252

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 443,928 537,505 981,434 - 752,848 23,793,037

当期変動額

剰余金の配当 △823,473

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,905,209

自己株式の取得 △294,238

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

60,070 326,215 386,285 19,739 9,514 415,539

当期変動額合計 60,070 326,215 386,285 19,739 9,514 2,203,037

当期末残高 503,998 863,721 1,367,719 19,739 762,362 25,996,074
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,235,008 4,023,087

減価償却費 613,635 591,902

貸倒引当金の増減額（△は減少） 97,723 △47,400

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △18,211 △21,052

受取利息及び受取配当金 △63,473 △66,530

支払利息 102,547 97,535

為替差損益（△は益） △46,540 △23,740

固定資産除却損 572 2,570

持分法による投資損益（△は益） 12,383 10,106

有形固定資産売却損益（△は益） △4,853 △2,122

投資有価証券売却損益（△は益） △200,204 △96,561

投資有価証券評価損益（△は益） - 69,040

売上債権の増減額（△は増加） △777,185 △4,154,698

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,510,141 △336,146

仕入債務の増減額（△は減少） 248,481 1,660,990

未払又は未収消費税等の増減額 △318,206 266,981

その他の資産の増減額（△は増加） △552,085 △1,567,398

その他の負債の増減額（△は減少） 528,561 820,753

その他 - 19,739

小計 348,012 1,247,057

利息及び配当金の受取額 63,453 66,913

利息の支払額 △103,458 △98,481

法人税等の支払額 △847,222 △1,309,048

法人税等の還付額 - △3,210

営業活動によるキャッシュ・フロー △539,214 △96,769

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △247,299 △15,641

定期預金の払戻による収入 307,690 105,209

有形固定資産の取得による支出 △374,604 △1,249,984

有形固定資産の売却による収入 16,945 3,290

無形固定資産の取得による支出 △159,605 △195,863

投資有価証券の取得による支出 △28,574 △37,817

投資有価証券の売却による収入 240,093 118,001

関係会社出資金の払込による支出 △18,431 -

貸付けによる支出 - △1,500

貸付金の回収による収入 7,975 7,170

その他 △24,983 26,593

投資活動によるキャッシュ・フロー △280,794 △1,240,543
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,974,455 3,026,040

長期借入れによる収入 2,530,000 1,000,000

長期借入金の返済による支出 △2,288,130 △1,322,296

リース債務の返済による支出 △47,224 △132,580

自己株式の取得による支出 △1,279 △294,238

配当金の支払額 △588,029 △821,567

非支配株主への配当金の支払額 △107,131 △4,659

その他 △5,282 -

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,467,378 1,450,698

現金及び現金同等物に係る換算差額 299,980 208,848

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 947,349 322,233

現金及び現金同等物の期首残高 6,848,400 7,795,749

現金及び現金同等物の期末残高 7,795,749 8,117,983
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（５）連結財務諸表に関する注記事項
(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17

日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算

定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定

める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。

なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能

であり、経営会議で、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象

となっているものであります。

当社グループは主として、電子計測器類の販売及び修理、校正等を行っており、国内においては当

社及び子会社が、中国においては電計貿易(上海)有限公司、その他アジア地域においてはその他の

現地法人が、それぞれ担当しております。

現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取扱う商品について各地域の包括的な戦略を立案

し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、販売及び修理、校正等のサービス体制を基礎とした地域別のセグメ

ントから構成されており、「日本」「中国」東南アジア等の「その他」の３つを報告セグメントと

しております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高

は市場実勢価格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報並びに

収益の分解情報

前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）
（単位：千円）

報告セグメント
合計

日本 中国 その他

売上高

電子計測機器 31,035,908 5,047,420 1,533,216 37,616,545

製造・加工・検査装置 9,046,429 1,476,795 448,594 10,971,819

電子部品・機構部品 11,538,035 1,883,540 572,148 13,993,724

ＰＣ及び関連製品 5,803,754 947,440 287,796 7,038,992

環境・評価・試験機器 4,944,881 752,970 228,723 5,926,576

画像測定・表面観察 3,820,966 623,758 189,474 4,634,198

その他 9,138,723 2,113,188 423,543 11,675,455

顧客との契約から生じる収益 75,328,699 12,845,113 3,683,498 91,857,312

外部顧客への売上高 75,328,699 12,845,113 3,683,498 91,857,312

セグメント間の内部売上高
又は振替高 3,741,885 310,316 95,310 4,147,513

計 79,070,585 13,155,430 3,778,809 96,004,825

セグメント利益 3,657,742 223,196 114,783 3,995,722

その他の項目

減価償却費 164,289 415,548 33,798 613,635

(注) １ 報告セグメントにおける国又は地域は、販売元を基準としているため、日本から海外取引
先への直接売上高については、外部顧客への売上高において上記のセグメント区分「日
本」に含まれております。

２ 「その他」の区分に属する主な国又は地域
その他・・・タイ、シンガポール、ベトナム、マレーシア、韓国、台湾、インドネシア、

フィリピン、インド、アメリカ
３ 当社グループでは、資産及び負債は報告セグメント別に配分していないため、記載を省略

しております。
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当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）
（単位：千円）

報告セグメント
合計

日本 中国 その他

売上高

電子計測機器 33,602,566 5,554,526 2,387,014 41,544,107

製造・加工・検査装置 8,312,466 1,379,234 592,715 10,284,415

電子部品・機構部品 15,743,715 2,612,253 1,122,595 19,478,564

ＰＣ及び関連製品 6,754,252 1,120,689 481,607 8,356,549

環境・評価・試験機器 5,782,019 909,914 391,028 7,082,962

画像測定・表面観察 4,336,882 719,591 309,238 5,365,712

その他 9,785,100 2,238,667 642,349 12,666,117

顧客との契約から生じる収益 84,317,003 14,534,876 5,926,550 104,778,430

外部顧客への売上高 84,317,003 14,534,876 5,926,550 104,778,430

セグメント間の内部売上高
又は振替高 4,716,473 358,418 118,457 5,193,349

計 89,033,477 14,893,294 6,045,007 109,971,779

セグメント利益 4,815,695 171,654 330,602 5,317,952

その他の項目

減価償却費 248,480 262,443 80,978 591,902

(注) １ 報告セグメントにおける国又は地域は、販売元を基準としているため、日本から海外取引
先への直接売上高については、外部顧客への売上高において上記のセグメント区分「日
本」に含まれております。

２ 「その他」の区分に属する主な国又は地域
その他・・・タイ、シンガポール、ベトナム、マレーシア、韓国、台湾、インドネシア、

フィリピン、インド、アメリカ
３ 当社グループでは、資産及び負債は報告セグメント別に配分していないため、記載を省略

しております。
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４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する

事項)
（単位：千円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 96,004,825 109,971,779

セグメント間取引消去 △4,147,513 △5,193,349

連結財務諸表の売上高 91,857,312 104,778,430

（単位：千円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 3,995,722 5,317,952

セグメント間取引消去 25,153 24,122

棚卸資産の調整額 △21,476 13,266

全社費用 △1,334,731 △1,615,116

連結財務諸表の営業利益 2,664,668 3,740,224

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（単位：千円）

その他の項目
報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 613,635 591,902 － － 613,635 591,902

（参考）

海外売上高

　 前連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

中国 その他 計

Ⅰ 海外売上高（千円） 14,528,219 4,179,565 18,707,784

Ⅱ 連結売上高（千円） － － 91,857,312

Ⅲ 連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 15.8 4.6 20.4

(注) １ 海外売上高における国又は地域は、販売先(市場)を基準としているため、当社及び連結子
会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。

２ 「その他」の区分に属する主な国又は地域
その他・・・タイ、シンガポール、ベトナム、マレーシア、韓国、台湾、インドネシア、

フィリピン、インド、アメリカ

　 当連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

中国 その他 計

Ⅰ 海外売上高（千円） 15,467,184 6,692,698 22,159,882

Ⅱ 連結売上高（千円） － － 104,778,430

Ⅲ 連結売上高に占める海
外売上高の割合（％） 14.7 6.4 21.1

(注) １ 海外売上高における国又は地域は、販売先(市場)を基準としているため、当社及び連結子
会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。

２ 「その他」の区分に属する主な国又は地域
その他・・・タイ、シンガポール、ベトナム、マレーシア、韓国、台湾、インドネシア、

フィリピン、インド、アメリカ
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり純資産額 1,957.64円 2,179.66円

１株当たり当期純利益 191.35円 248.41円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 － 247.00円

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の
とおりであります。

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 2,252,211 2,905,209

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(千円) 2,252,211 2,905,209

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,770 11,695

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額
(千円) － －

普通株式増加数(千株) － 66

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要

－ －

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

５．その他
（１）受注の状況

連 結

売上高 受注高 受注残高

2023年３月期(千円) 104,778,430 116,111,892 35,641,228

2022年３月期(千円) 91,857,312 101,225,103 24,307,766

増減額(千円) 12,921,118 14,886,789 11,333,462

増減率 (％) 14.1 14.7 46.6

（２）役員の異動 (2023年６月23日予定)
　１．新任取締役候補

監査等委員である取締役 佐野 恵子

　２．退任予定取締役

監査等委員である取締役 松本 善夫

なお、松本 善夫氏は、任期満了による退任であります。

　


